秘密保持契約書

　●（以下「甲」という。）と●（以下「乙」という。）とは、●年●月●日付で締結された甲及び●（以下「営業者」という。）との間の匿名組合契約（以下「本匿名組合契約」という。）に係る出資の持分の譲渡その他これに関連する取引（以下「本取引」という。）について検討するにあたり、甲又は乙が相手方に開示する秘密情報の取扱いについて、●年●月●日付で、以下のとおり秘密保持契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条	（秘密情報）

　本契約における「秘密情報」とは、甲又は乙が相手方に対して、本取引に係る検討のために文書、口頭、電磁的記録媒体その他開示の方法及び媒体を問わず、また、本契約締結の前後を問わず、開示した一切の情報、本契約の存在及び内容、並びに本取引の検討又は交渉の事実、内容、経緯及び結果をいう。但し、以下の情報は秘密情報の対象外とするものとする。
(1)	開示された時点で、すでに公知となっている情報
(2)	開示された後に、自らの責めに帰すべき事由によらず公知となった情報
(3)	開示された時点で、すでに自ら保有していた情報
(4)	正当な権限を有する第三者から開示された情報

第2条	（秘密情報の取扱い）

1	甲又は乙は、秘密情報を第三者に開示せず、かつ、本取引の目的（乙については、純投資目的のものに限る。）以外に使用しないものとする。
2	前項にかかわらず、甲又は乙は、適用法令、行政官庁、金融商品取引所、自主規制機関その他法令に基づく権限のある当局の要請ある場合、弁護士、公認会計士その他の法律上の守秘義務を負う外部専門家に開示する場合、又は営業者若しくは本匿名組合契約に係る私募取扱業者若しくは運用会社に対して開示する場合、当該情報を開示することができる。
3	前項に基づき秘密情報を第三者に開示する場合、甲又は乙は、当該第三者が法令に基づく権限のある当局又は法律上の守秘義務を負う外部専門家である場合を除き、当該第三者に対し、本契約と同等の義務を遵守させ、当該第三者による秘密情報の取扱いに関して相手方に対し一切の責任を負うものとする。

第3条	（返還義務等）

1	本契約に基づき相手方から開示を受けた秘密情報を含む記録媒体、物件及びその複製物（以下「記録媒体等」という。）は、不要となった場合又は相手方の請求がある場合には、直ちに相手方に返還するものとする。
2	前項に定める場合において、秘密情報が自己の記録媒体等に含まれているときは、当該秘密情報を消去するとともに、消去した旨（自己の記録媒体等に秘密情報が含まれていないときは、その旨）を相手方に書面にて報告するものとする。

第4条	（損害賠償等）

　甲若しくは乙又は第2条第2項の第三者が相手方の秘密情報を開示するなど本契約の条項に違反した場合には、甲又は乙は、相手方が必要と認める措置を直ちに講ずるとともに、相手方に生じた損害を賠償しなければならない。

第5条	（有効期限）

　本契約の有効期限は、本契約の締結日から起算し、[満3年間]とする。

第6条	（協議事項）

　本契約に定めのない事項について又は本契約に疑義が生じた場合は、誠意をもって協議の上解決する。

第7条	（管轄）

　本契約に関するあらゆる法的申立又は手続につき、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意する。

　本契約締結の証として、本書を二通作成し、両者署名又は記名捺印の上、各自一通を保有する。/本契約締結の証として、本契約の電磁的記録を作成し、両者が電子署名の上、その電磁的記録をそれぞれ保管する。


（甲）
[住所]
[氏名]



（乙）
[住所]
[氏名]
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